The Prospect of the New pension System in China : The Financial Issues by 蒋, 小青 & 坂口, 正之
-243-
中国の新年金保険制度のゆくえー
一財源問題をめぐって-
蒋 小青,坂口正之
大阪市立大学大学院生活科学研究科
(平成14年8月9日受付 :平成14年10月23日受理)
生活科学研究誌 ･Vol.1(202)
TheProspectofth_eNewPensionSysteminChina
-TheFinanciaHssues-
XiaoqingJiangandMasayukiSakaguchi
GTaduateSchoolofHumanLL'feScience,OsakaCL'tyUnlveTSL'ty
Summary
ThispaperexaminestheprospectofthenewpensionsysteminChina,focussingonthefinancialproblems.The
newpensionsystemconsistsofindividualaccountandregionalpensionfund.bothcombinestoprovidepensiohsto
thoseretired.Theemployersarerequiredtopaycontributionstobothsystems,whileeachemployeecontributesto
ownaccount.Recently,financialproblemsofpensionsystem haveemergedasresultsofincapabilityand
unwilingnessofcompaniestopaycontributionsforitsemployees.Theideaofnew pensionsystem udderthe
marketeconomyhasstilnotbeenunderstoodinsomesectionsofChinesesociety.
Itissuggestedthattheextensionoftheretirementageasapossiblesolution,alongwithhighertaxation.Itis
importantforthegovernmenttotakesomeactionssooninordertodealwith.increasIPgagingpopulationand
●
higherratiosofthatinpopulationstructuresundercurrentone-childonlypolicy.
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はじめに
中国において､1980年代以降に行われてきた年金保険
制度の改革は､企業年金保険 (国営企業)を社会年金保
険に転換させることに重点を置いている｡この改革に関
する法規､規定､条例は次々に打ち出され､そのうち､
1991年6月26日に公表された ｢企業従業員の年金保険制
度改革に関する国務院の決定｣､95年3月1日に公表され
た ｢企業従業月の年金保険制度改革の深化に関する国務
院の通知｣､97年7月16日に公表された ｢統一的な企業従
業月の基本年金保険制度の確立に関する国務院の決定｣
( 1 )
などが最も重要であり､それらは年金保険制度改革の方
針､また都市部従業員の年金保険制壁の枠組を定めてい
る｡それによって､結合された ｢社会統括基金｣と ｢個
人口座基金｣と呼ばれる部分積立方式という新年金保険
制度を中国各地で進めた｡
中国は計画経済から市場経済へ移行し､社会保障制度
が変わらなければ経済改革は不可能であると言われてい
る.｡また､｢一人っ子政策｣の実施によって確実に高齢
社会に向かっている｡中国は他の先進諸国と比較できな
いほど急速に人口高齢化が進行しているが､65歳以上の
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人口比率は､2000年に7%､2025年に12%､2050年に
210/Oに連すると予測されている1'｡ .
本論文はまず､中国の新年金制度の仕組みを整理し､年
金保険制度の改革がどこまで進み､賦魂方式で運用して
いる ｢社会統括基金｣と積立方式で運用している ｢個人
口座基金｣はどのように機能しているのかを論じ､そし
て､基金収支不均衡などの問題点を検討する｡最後に､
膨大かつ急速な人口の高齢化に特徴付けられる中国にお
いて､平均寿命の伸びによって切実な課題となってきた､
定年退職年齢の引き上げの問題についても検討したい｡
Ⅰ.新年金保険制度の仕組み (1997年)
1997年7月に､国務院の ｢統一的な企業従業員の年金l
保険制度の確立に関する決定 (以下､｢97年決定｣)｣に
よって､社会統括基金と個人口座基金の二つの部分から
構成される方式が確立した (図1を参照)0
保険料率
従業員個人月賃金の3%
1 個人口座基金の保険料
個人口座に対する保険料の納付基準は従業員貸金の
11%と.し､その比率の枠内で労使双方が拠出し､個人口
座基金を設立する｡個人の保険料率は本人貸金の3%か
ら徐々に8%に引き上げ､それに対応して企業の保険料
率は8%から徐々に3%に引き下げるが､1997年に､個人
の保険料率は本人賃金の4%を下回ってほならないとさ
れた｡さらに､1998年から2年ごとに1%ずつ上げ､最終
的に本人の月平均賃金の8%に到達させる｡その結果､
企業の負担割合は本人貸金の3%となる｡
2 社会統括基金の保険料率
｢社会統括基金｣は､年金保険基金を設立し､企業は
従業員の賃金の一定の比率で年金保険料を納付し､社会
全体で一定の基準によって年金給付を支払うシステムの
ことであり､古い国有企業と新しく設立された国有企業
の二種類の企業が同一市場で公平に競争するため､84年
保険料率
企業の賃金総額の20%
個人3%⇒8% 企業8%⇒3%
個人口座基金
▼
加入 15年未満者
死亡など､遺族に
国家財政補助
社会統括基金
国債の購入､
年金専用口座に預かる
虜人DG年金
定年退職者 に､120回
基礎牢金 ⇒ 腰身年金
(各省 ､自治区､直轄市の 20%)
図1 年金保険制度の運用図 (1997年)
出所 :｢統一由な企業従業員の年金保険制度の確立に関する決定｣(国務院､1997年)より作成｡
(2)
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の年金制度改革で導入された｡企業が負担する保険料の
稔比率は､個人口座基金と社会統括基金の保険料率を合
わせて､企業の貸金総額の20%以下とされたので､社会
統括基金の保険料は徐々に高くなり､最終的には17%に
まで増えることが予想される｡
L
3 年金給付
｢個人口座基金｣は､従業員の名義で作られた銀行口
座であって個人預金に類似したものである｡これによっ
て保険料の納付に対する個々ゐ従業員の自覚と参加意識
を引き出すことを期待するものである｡企業に対しては､
費用負担という意識を持たせるように刺激することがで
きる｡また､個人と企業が納付した保険料を明確化し､
個人と企業に安心感を与える｡社会統括基金による再分
配機能を残しつつ､従業員に各々 ｢個人口座｣を開設さ
せた｡年金給付の資格基準は､個人の加入期間が15年以
上でなければならない (ただし､統一制度前に就職した
者はその就職した期間を加入期間とみなす)｡定年退職
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後は､月額で基本年金として給付される｡
基本年金は基礎年金と個人口座年金からなる｡基礎年
金は社会統括基金から支払われ､その給付水準は､拠出
額に関係なく､各省 ･自治区 ･直轄市の前年度の従業員
の月平均賃金の20% (所得代替率)で､終身にわたって
支払われる｡これに対して､個人口座年金は個人口座か
ら支払われ､各従業月の貯金総額を120で割った金額で､
10年有期年金である｡
4 年金給付の計算方式
受給者は老人､中人､新人の3種類に分類される｡老人
とは､｢97年決定｣の実施前にすでに定年退職した者で
ある｡給付は旧制度の ｢退休金｣2'の支給額と調整額で
ある｡中人とは､｢97年決定｣の実施前に就職し､実施後
に定年退職する者である｡給付は基本年金 (基礎年金と
個人口座年金)と過渡性年金である｡新人とは､｢97年決
定｣の実施後に就職する者である｡給付は基本年金 (基
礎年金と個人口座年金)である｡
表1 年金給付の計算方式
｢老人｣老方法 旧制度の ｢退休金｣の支給方法+調整額
∫｢中人｣中間方法 基礎年金+個人口座年金+過渡性年金
注1:調整額とは､各省､自治区､直轄市毎年の賃金の動きにより､調整される額である｡
注2:過渡性年金とは､個人および企業が保険料の納付年数が1年増加するごとに､個人の前年度月平均賃金の1.0%～
1.4%を加算して給付｡
出所 :韓 長誠等編 『企業養老保険制度の統一及び実捌 (中国人事出版社､1甲7年､34-57頁)より作成｡
5 財政方式
続いて､以上の保険料と給付を支える財政方式につい
て述べる｡
a 賦課方式
中国の一人っ子政策によって創られた独特な人口構造
のために､現役の労働者に対する定年退職者の比率の上
昇が顕著である｡91年までの定年退職者は2,433万人で
あったが､200年には定年退職者は3,100万人3'であった｡
このまま推移すれば21世紀の中頃には､二人の現役労働
者によって一人の定年退職者の生活費用を養わなければ
ならなくなることが予想される｡
(3)
b 積立方式
中国では旧企業年金保険制度の時代には､従業員個人
が保険料を支払う義務がなく､その費用のすべてを国家
と個別の企業が負担してきた｡1984年に｢社会統括基金｣
が導入され､そして1991年に､国有企業のすべての従業
員に対して年金保険科の ｢個人拠出｣が導入された｡と
いうことは､91年以前の定年退職者については積立金額l
は0である｡
また､91年以後の間もない時期の定年退職者は積立金
を少ししか積み立てていない｡拠出額に関係なく年金給
付の一定額を保障しながら､積立方式を採用すると､積
立期間の短い者は在職中に多額の保険料を積み立てなけ
ればならず､また定年退職者の不足分を現役労働者の拠
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出により補うとすれば､現役労働者に二重負担をもたら
すことになる｡中国がこのような方式を採用するなら､
過渡期が80年もかかると世界銀行に予測されている4)0
C 部分積立方式
ここで､部分積立方武 (社会統括基金と個人口座基金
の結合)は､チリとシンガポールの個人口座制度を参考
して､個人口座基金を導入したと言われる5)｡しかし､
中国の新年金保険制度は単なるチリとシシガポールの個
人口座制度の真似するのではなく､中国の人口構造の現
状を把握し､世界銀行やILOの専門家とも相談して､社
会統括基金と個人口座基金を結合する部分積立方式を創
りだした独特な財政方式である｡チリの年金制度は､従
業員のみ個人口座に保険料を納め､.またシンガポールの
年金制度は企業と従業員個人が一定の割合で保険料を納
めるというシステムであるが､しかし､両国の年金制度
には所得再分配機能がな､く､最低保障年金があるだけで
ある｡
しかし､中国では､個人口座基金の部分は従業員個人
の年金にのみ使われて､社会統括基金からの給付は従業
員個人の貸金に関係なく当該地域の前年度月平均貸金の
20%が給付されるので､定額保障年金的性格を持ち､所
得再分配機能を持っていもシステムである｡
Ⅰ.基金収支の不均衡
このように､社会統括基金と個人口座基金を結合する
年金制度の導入を経て､年金保険制度は徐々に改善され
た｡しかし､中国労働保障部社会保険研究所の何平の
｢中国養老保険基金の測算報告｣によれば､1997年に年
金保険基金の保険料徴収額が年金支給額より不足してい
潅腸く79)
重庫(133)
天津(71)
上海(83)
合計(366)
る都市は5つあり､1998年には21の都市まで拡大し､基
金の不足分は70億元となり､1999年には､さらに25の都
市に増加し､基金の不足分は400億元となり､その後の
五年間で約3000億元まで増加すると予測されている6)0
その原因としては､以下の点が考えられる｡
1 保険料の滞納の増加●
企業による保険料の滞納現象は制度の改革の大きな障
害で､年金保険の取扱機関を悩ませる大難問になってい
る｡保険料の徴収率の低下が続いており､1992年の
95.7%､1993年の92.4%､1994年の90.5%､1995年の
90.0%､1996年の87%にまで低下してきた7)0
また､中村良二ほかの調査8)によれば､図2のように､
滞りなく納付している企業は全体で22.4%にすぎない｡
｢困難な場合もあるが､ほぼ毎月納付している｣という
回答が41.8%で､以上の2つの回答を合算して､ほほ毎
月納付している企業の割合は64.2%である｡現段階で､
全体の3分の2程度の企業が､ようやく現行の年金保険制
度に適応できているにすぎないことを示している｡
一方､｢滞納することがしばしばある｣企業は17.8%
で､｢このごろはほとんど滞納している｣企業は16.9%
となっており､保険料納付に苦労している企業が全体の
34.7%にも達している｡ ～
以上のように､基金への年金保険科の納付状況の実態●
調査によって､保険料の徴収率が低下していることが分
かった｡その理由については､企業の経営の悪化､年金
保険の考え方b)普及の狭さであると思われる.従業員の
年金保険の参加数は1999年で9502万人であり､■企業年金
の普及率は89.3%であって､残り10.7%の企業は年金保
険に参加していない9)｡また､赤字経営の企業は従業員
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
図2 基金への年金保険料Q?納付状況 (2001年､地区別)
出所:中村良二ほか 『中国国有企業改革のゆくえ 労ー働･社会保障システムの変容と企業組織-』
日本労働研究機構出版 調査研究報告書JILNo.11､2001年､213貫｡
(4)
I■.
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に給料さえ払えず､保険料を納付する能力を持っている
とは考えられない｡利益のある企業は保険料の納付能力
を持っているが､他の企業の従業員のために貢献したく
ない､保険料を納付したくないという意識か ､まだに持
っている企業は少なくないと思われる10)0
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2 受給者の増加
表2のように､従業月の年金保険の加入数は､1994-
1998年までは､ほぼ8400万人前後で推移してきたが､
1999年には9501万人と､加入者が大幅に増加した｡一方､
受給者の人数を見てみると､1994年の2079万人が1999年
には2984万人となり､加入者の増加率より､も受給者の増
加率が大きいという状況になっている｡
表2 年金受給者の増加率
午 加入者 . 受給者
人数J(万人) 1994年に対する増力口率 人数 (万人) 1994年に対する増加率
1994 8494 2079
1995 8738 2.9 2241 7.8
1996 8758 3.1 2358 13.4
1997 8671 2.1 2533 21.8
1998 8476● -0.2 2727 31.2
出所 :中国統計出版社 『中国労働統計年鑑』(1999年､512頁)王夢杢編 『中国社会保障体制の改革』
(中国発展出版社､2001年､477-488頁)より作成｡
3 基金運用の狭さと金利の低下
中国は他国と違って､基金の運用については､株を購
入したり､投資するのではなく､国債の購入と年金専用
口座に預かる以外の運用方法は､中央政府によって認め
られていないのである (2ケ月分の支払い費用以外は全
額国債を購入する)0
表3において､銀行預金と国債購入で運用された基金の
運用金利がどのような扱いになっているかをみると､
1992年に銀行金利と国債金利は物価上昇率を上回ってい
たが､1993年から1995年までの期間の銀行金利と国債金
表3 物価上昇率と銀行定期預金金利と国価金利の比較 (単位 :%)
午 小売業物価指数対前年の上昇率 住民消費物価指数対前年の上昇率 銀行金利 国債金利
1年 3年 5年 8年 3年 5年
1992 5.4 6.4 5.4 7.92 8.28 10.08 10.5
1993 13.2 ~14.7 9.78 11.28 12.66 15.42 13.96 15.86
1994 20.9 24.1 10.98 12.24 13.86 17.10 13.96 15.86
1995 14.8 17.1 ●10.98 12.24 13.86 17.10 14.00
1996 6.1 8.3 8.33 9.55 10.53 14.50 13.06
1998 -0.26 -0.8 4.59 4.10 5.46 6.69 7.38
注1:1993年と1998年の銀行金利は各3期の平均数字で､1996年の銀行金利は2期の平均数字である｡
注2:なお､1996年以降の銀行金利の8年は廃止された｡
出所 :銀行金利は ｢中国人民銀行が公表 した銀行利率｣､.国債金利は ｢中国財政部が公表した利率｣､
国家統計人口労働社会保障部編 F中国労働統計年鑑』(中国統計出版社､1999年版､65頁)より作成｡
(5)
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利はともに物価上昇率を下回っている｡物価が急速に上
昇する状態の下で､年金基金はそれに見合う運用を行う
ことは困難であった｡しかし､1996年以降､物価が下が
るとともに､国債金利は物価上昇率を上回るようになっ
たにもかかわらず､同年下半期から国債金利自身も下落
したム1998年になると､物価は小売りおよび住民消費物
価指数ともに対前年よりもマイナスになった｡そのよう
ななかで､1999年の銀行金利と国債金利は1998年度に比
べて半分以下に下落し､積立金の運用実績は悪化してい
るといえる｡
4 年金代替率の問題点
年金の代替率は､1999年に85.770/01)で高い代替率にな
っていた｡1999年以後でも80%12)という高い数字である｡
この数字を見ると､一見してすぐに高い数字であること
がはっきりと分かる｡しかし､ここで注意すべき点があ
る｡中国では､政府が規定している貸金総額は標準貸金､
ボーナス､.手当などの収入である｡しかし､多くの企業
は税金を免れるたや､ボーナス､手当などの収入を貸金
に入れず､賃金外の収入としている｡国家統計局は全国
都市部の15万世帯の調査によっで､全国の都市部の住民
の賃金外の収入は貸金の収入を超えていることが分かっ
た｡平均をすると､従業員の貸金外の収入は賃金収入の
30%にもなっている｡そうすると､統計上の貸金総額は
実際貸金総額の77%しか占めていないのである｡つまり､
実際貸金総額に対する年金代替率は62roにすぎないであ
ろう13)0
Ⅱ.定年退職年齢の引き上げによる年金支出財政の減少
前にも書いたように＼中国は高齢化が進行し∴65歳以
上の人口比率は､2000年に7%､2025年に12%､2050年
に21%に達すると予測されている｡
中国では､1950年代の平均寿命は約50歳14)であった｡し
かし､1990-1995年における中国の男女の平均寿命は
70.89歳 (女性は72.64歳､男性は69.24歳)となった｡
2000-2005年における男女の平均寿命は73.21歳 (女性
は75.08歳､男性は71.44歳)と予測されている15'｡この
50年間で､全国の平均寿命は約21歳も伸びたことになる｡
従って､平均寿命の伸展に連れ､中国では定年退職年齢
を引き上げることが考えられる時期になっていると思わ
れる｡ある試算によれば､定年退職年齢を一歳引き上げ
ると､社会統括基金の収入 (保陵科)は40億元増加する
ことになり､支給額は160億元減少することになり､よ
って基金の不足分は200億元軽減することになるという
予測も見られる16)0
1 個人口座基金からの給付の不十分性
中国の定年退職年齢は､旧年傘保険制慶一(1950年)を設
立した時の法律に基づいて､男子が60歳､女子管理職が
55歳､女子従業員が50歳のままである｡前述したように､
この間に､全国の平均寿命は約21歳も伸びてきたため､
現行制度の支給開始年齢による個人口座基金の10年年金
は給付期間としては短いのではないかという疑問が捷起
された｡
特に､女性は子育て､家事のため､男性より在職期間
が短く､しかも､賃金水準が身性より低く､また､女性
の寿命は男性より長いため､個人自座年金による老後生
活の保障は不安定になる可能性が高いのである｡その結
果､今後の平均寿命の伸展に備えて､定年退職年齢と年
金給付年齢が平均寿命にリンクする制度の確立が望まし
いとする意見も見られる17)0
2 定年退職年齢の引き上げによる企業の負担の減少
表4のように､労働年齢人口対老人人口の比率が現在
の3.65対1(成熟度-27.4%)から2050年の1.87対1(成熟
皮-53.5%)まで成熟度が上昇することによって､定年
表4 定年退職年齢と対老人人口扶養力 (威熟度)の関係
2001 2005 2010 2025 2020 2025 2030 2035 2040 2045 20.50
法定定年退職年齢 3.65 3,55 3.21 2.76 2.39 2.11 1.99 1.97 1.98 1.94 1.87
注 : 法定定年退職年齢 男子 :60歳､女子管理職 :55歳､女子従業員:50歳
引き上げの定年退職年齢 男女 :65歳
対老人人口扶糞力=労働年齢人口÷老人人口 (成熟度=要人人口÷労働年齢人口)
出所 :何平 ｢中国養老保険基金予算報告｣『社会保障制度j中国{民大学出版､2001年第3期､8頁.
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退職年齢と保険料について､以下のような結果が考えら
れる｡
①社会統括基金と個人口座基金の結合した制度一部分
積立方式､法定定年退職年齢 (60,55,50歳)を維持す
るであれば､2050年には保険料率は貸金総額の24% (企
業16%､個人8%)となる｡
②退職年齢を男女ともに65歳まで引き上げると､2050
年には保険料率は貸金総額の18% (企業10%､個人8%)
以内に抑えられる｡
97年の決定によって､企業が負担する保険料率を個人
口座基金の部分を含んで合計20%としているが､1997年
には､貸金総額に対する年金保険負担率は､藩陽市では
25.5%であり､重慶市では27%､広州市では23%であっ
た18). 1999年には遼寧省では26.550/O､雲南省では
26.01%､黒龍江省では25.12%であった19)｡それにプラ
ス医療保険料率の6%､失業保険料率の2%､育児保険料
率の1%を加えると､稔嘩険料率は34%前後になるだろl
う20)｡この負担率は企業にとっては非常に重いと言える｡
したがって､上記で述べたように定年退職年齢の引き
上げによる企業の財政負担を軽減することが必要となる
であろう･｡
終わりに- 今後に向けての提言
中国は1986年から､まず契約制従業員に保険料の個人
拠出を求め､1991年には国有企業のすべて甲従業員が保
険料を納付するようになった｡同時に､1991年に賦課方
式から部分積立方式への移行を決定した｡この措置は中
国の年金保険改革のなかで非常に大きな転換と言える｡
しかし､いままでの改革の成果を見ると､財政基金の収
支不均衡により､個人口座基金の空洞化という問題を生
じている｡すなわち､個人口座基金が実質的に観念的勘 ■
定になっているということである｡そのため､年金財政
方式が従来の賦課方式に近い形になっている｡その主な
原因は年金保険改革以前にかかる年金給付に対する積立
金がなく､急速な人口の高齢化の圧力を受け､年金険保
基金の不足分が生じているからである｡中国は一体どの.
ようにして年金保険基金の赤字を削減できるのか､最近
の中国の学者 (注21､22､23､24を参考)はつぎのよう
な各種の提案と構想を提出した｡
1 定年退職年齢の引き上げ
定年退職年齢の引き上げにより､若い世代が職を失う
恐れはないだろうかと､学者たちの間で意見が分かれて
いる｡確かに21世紀の前半において､中国の15-59歳の
労働人口が増加する傾向である｡また､.国連の予測によ
(7)
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れば､労働人口は2010年には9.27億人､2020年には9.34
億人､2030年には8.88億人､2040年には8.65億人､2050
年には8.36億人となると見込まれている21)0
しかし,上海社会科学院の人口研究所の予測によれ
ば.2010-2020年の間は上海市の男子60歳､女子55歳以
上の人口が120-150万人増加するに対して､逆に､16-
59歳の男子､16-54歳の女子の人口が131-160万人減少
する傾向があるといわれる｡また､北京の学者の予測に
よれば､2010-2020年の間に北京市の15-59歳の人口が
94万人減少し､同期に､60歳以上の老年人口が120万人
増加するといわれる22)｡それに対応して､2010年前後に､
男子の定年退職年齢を65歳に引き上げ､女子の定年退職
年齢を60歳に引き上げるのも一つの方法ではないだろう
かと筆者は考えている｡
2国有資産の売却23)
国有企業の改革に連れ､倒産 した企業や､中小企業など
の土地､機械など売却し､あるいは集団企業と個人に貸
し出す時にその所得の一部分を年金基金に注入すること
である｡
3 税金の増額による基金の不足分の補填24)
既にある税金､また今後､高収入の人から徴収される
所得税､利子税など､また､生活水準の向上に連れ､眉
動車を買う世帯が増えて来ていることにより､車税の収
入などで､基金の不足分を補うことである｡
しかし､これ以上高い税金をとることによって､国民
からの反対､あるいは社会不安のことも考えなければなL:
らないと､筆者は考えている｡
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中国の新年金保険制度のゆくえ
一財源問題をめぐって一
蒋小青,坂口正之
要旨 :本稿は､財政問題を中心に中国の年金制度のゆくえを検討した｡新しい中国の年金制度は､個人口座と社会統括
基金の2つの要素をもち､この2つから個人の年金が支給されることとなっている｡雇用者は個人口座と社会統括基金
の両方に保険料を拠出することが求められ､個人は個人口座に保険料を払い込む｡
(8)
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近年､企業 ･雇用者がト従業員の年金の保険料を支払えない､あるいは支払わない状況が目立つようになり､年金の
財政問題が浮上してきている｡ その背景として､市場経済改革が進む中､まだ年金制度の意義や役割について中国社会
において理解が広まっていないこともあげられる｡財政問題の解決策として､退職年齢の引き上げや税の引き上げが示
唆されている｡急速な高齢化と一人っ子政策の下での高い老齢人口割合に対応するためには､迅速な政府の対応が求め
られている｡
(9)
